
現在活用している行政記録情報について 

 

○ 現在活用している行政記録情報（労働保険情報、商業・法人登記簿情報）のみでは、母集団情報全体の新設・廃業等を網羅することに不足 
 

表 行政記録情報（労働保険情報及び商業・法人登記簿情報）の把握範囲 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

凡例 ○：把握可能、×：把握不可能、△：新設時１回のみ把握可能で、その後の変更情報は得られない（一括適用） 
   一括適用とは、２以上の継続事業を１の保険関係として取り扱い、保険料の申告・納付をまとめて処理する制度（厚生労働省ＨＰ「労働保険関係用 

語集」より） 
   ※１は事実上把握不可能、※２は一括適用の場合は把握不可能 

労働保険 登記 労働保険 登記

従業者１人（雇用者なし） 19万 × ○ × ×　※1

従業者２人以上 160万 ○ ○ ○ ×　※1

従業者１人（雇用者なし） 1万 × ○ × ×　※1

従業者２人以上 26万 〇 ○ 〇 ×　※1

支
所

134万 △ ×　※1 ×　※2 ×　※1

従業者１人（雇用者なし） 83万 × × × ×

従業者２人以上 158万 ○ × ○ ×

従業者１人（雇用者なし） 0.3万 × × × ×

従業者２人以上 2万 〇 × 〇 ×

支
所

4万 △ × ×　※2 ×
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平成21年経済センサス
基礎調査結果

（民営事業所　589万）
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行政記録情報で把

握困難な主な範囲 

①法人企業の廃業 

②法人企業の支所

の改廃（事業再構

築、廃休業、名称

変更、主産業変更

等） 

③個人企業（雇用

者なし）の新設・

 

参考３ 


